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研究成果の概要（和文）：　本研究は、インターンシップ体験と長期的視野にたったキャリア形成との関連性を明らか
にすることが目的である。職業に直結しない教育を展開している私立文系大学、短期大学を対象とし、インターンシッ
プやキャリア教育が教育課程の中でどのように展開されているのか、また教養教育、専門教育との関連性について検討
し、大学から職業への移行を効果的に促すキャリア教育の体系化について解明しようとした。
 インターンシップ、キャリア教育を教育課程の中で体系的に位置づけるには、科目間の連携だけでなく、科目相互の
担当者が協働でモジュールプログラムを実践する「教室内PBL」が効果を上げていることが海外事例調査から明らかに
なった。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this research is to clarify the relationship between internship a
nd career development in the long-term perspectives.  We focused on private universities of social science
s and humanities and junior colleges with programs for non-profession.  We researched internship and caree
r education featuring their developments and relationship with liberal studies or professional education. 
 And we tried to reveal the systematization of career education that improves university-to-career transit
ion effectively.  We collected references and conducted both a qualitative and quantitative survey with th
e various aspects to pursue the possibilities of well-structured internship and career education.  
  To place internship and career education systematically in the curriculum, we revealed that not only coo
peration between subjects but also "Problem Based Learning(PBL) in classroom" in each module in cooperatio
n with teaching staffs is more effective through overseas case studies. 
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１．研究開始当初の背景 
平成 19 年度、全国の国公私立大学の約

68％がインターンシップを実施するに至り、
同年度インターンシップ体験学生数は大
学・短期大学合わせて 55,000 人を超えた。
我が国のインターンシップは、平成 8 年度
「三省合意」（当時の文部省・労働省・通商
産業省）のもと、産学連携の人材育成として
スタートし 14 年が経過した。 
専門分野と関連しない文系大学における

インターンシップ研究は、日本インターンシ
ップ学会を中心に領域を広げているが、大学
におけるインターンシップの傾向は依然と
して、派遣期間 2 週間の体験型インターンシ
ップが大半を占めている。インターンシップ
をより効果的にするために、仮説の設定・検
証を行うインターンシップ事例や、インター
ンシップ経験によるキャリア適応に及ぼす
影響等について指摘している（亀野淳、2009
「体験型インターンシップの役割の再検証
と仮説の設定・検証による向上効果」『日本
インターンシップ研究年報』第 10 号、
pp.17-24）。 
また、インターンシップの評価測定におい
ては、体験後の自己評価、単位認定の教員評
価、インターンシップ体験と就職内定との関
連性等という短期的な効用を測定するもの
が多い。インターンシップ体験が卒業後のキ
ャリア形成にどのように関連するのかとい
う、中長期的な効用に至る実態調査や研究は
まだほとんど実施されていない。 
一方、キャリア教育の体系化の観点から、

主体的、自律的に進路決定をする能力、態度
を身に付けるため、地域・産学の連携教育と
してインターンシップの深化が重要な政策
課題となっている（吉本圭一、2010「インタ
ーンシップの評価枠組みに関する研究－高
校における無業抑制効果に焦点をあてて」
『インターンシップ研究年報』第 13 号、
pp.19-27）。理系の専門インターンシップは
言うまでもなく、文系の学部学科においても、
正課科目で学んだことを活かせるインター
ンシップを組織化すること、あるいは米国・
欧州における先進的Co-op教育によるパート
ナーシップの中で授業と職業体験を繰り返
すという、教育課程が有機的に体系立てられ
たキャリア教育の検討が喫緊の課題となっ
ている。 
そのような背景のもと、他者に依存するこ

となく自律的な職業人生を築いていくため
の教育改善策として、インターンシップを軸
としたキャリア教育と教育課程の融合を検
討することは、日本の若年者の就業構造、お
よび大学教育における重大な課題である。 
 

２．研究の目的 
日本の大学の学校数は 783 校で、そのうち

私立大学は 605 校、全体の 77.3％を占めてい
る。専攻分野別には人文科学と社会科学の合
計が 48.5％で約半数を占めている（学校基本

調査「大学学部生専攻分野別学生数の比率推
移」、平成 24年 5月 文部科学省）。 
本研究は、私立文系、特に大学での専攻と

就業が直接的に結びつかない可能性が高い
人文・社会科学系に焦点を当て、インターン
シップやキャリア教育の現状を調査し、イン
ターンシップと長期的視野にたったキャリ
ア教育との関連性と、教育課程におけるキャ
リア教育の体系化の可能性を探ることを目
的とした。 
 

３．研究の方法 
 本課題では大きく、質的調査と量的調査の
2つの調査を実施した。 
質的調査では、インターンシップとキャリ

ア教育の教育課程との関連性・融合性を検討
するため、次の 3つの国内、海外訪問調査を
行った。(1)国内先進事例訪問調査として先
進的取組を行っている私立文系大学のヒア
リング調査。さらに北海道内文系大学・短期
大学キャリアセンターへの訪問調査。これは
教育機関調査の調査票設計のための探索的
調査も兼ねた。(2)文系大学・短期大学卒業
生を対象に、web 調査による卒業生調査の補
完としてのヒアリング調査。(3)海外の先進
事例からインターンシップ、キャリア教育の
知見を得るため、非アカデミック大学とイン
ターンシップ仲介企業への訪問調査。 
量的調査としては、インターンシップ、キ

ャリア教育実施状況を調べるため、郵送によ
る教育機関調査を実施した。次に、教育成果
（アウトカム）を明らかにする方法として、
2 つの卒業生調査を web 調査で実施した。こ
れら2つの卒業生調査の調査設計ならびにシ
ステム開発においては、短期大学は「非大学
型高等教育と学位・資格制度に関する研究」
（EQ1 科研）（基盤 A、2009-2012 年度、吉本
圭一代表）と、文系大学を対象とした調査に
おいては「キャリア教育・職業教育による高
等教育の機能的分化と質保証枠組みに関す
る研究」（EQ2 科研）（基盤 A、2013-2017 年度、
吉本圭一代表）と共同で行った。 
 

４．研究成果 
4.1 質的調査 
(1)国内先進事例、北海道内文系大学・短期
大学訪問調査 
国内における先進事例として国・私立文系

大学3校を訪問し、インターンシップの形態、
期間、事前・事後指導、教育課程との関連性、
キャリア教育の展開方法、キャリア教育の教
育課程との関連性を半構造化面接法によっ
て調査した。主な知見としては、４年間を重
層的に体験できるインターンシップや有償
インターンシップなど斬新な取り組みがな
されていたが、参加学生は年間１割に満たな
いなど、参加者が増えているわけではなかっ
た。4 年間の体系的なキャリア教育プログラ
ムを用意しても、年次を経るに従い受講学生
が低減する傾向もあり、運営面での問題も垣



間見えた。また、長期インターンシップは受
け入れ先開拓の困難性、学生の履修者低迷な
どの問題を抱えている現状であった。  
インターンシップ、キャリア教育と教育課

程との関連性、体系化においては、先進的な
大学においては、広義のキャリア教育を展開
しており体系化を試みていたが、その効果検
証については今後の課題となっていた。基礎
から応用まで積み上げ型学習モデルが確立
している理系の学部・学科とは異なり、文系
大学のインターンシップ、キャリア教育を体
系的に構築し、運営することは国内で先進的
な取組みとされている対象校においても苦
慮している現状があった。 
また教育機関調査のためのプレ調査とし

て、北海道内の文系大学 20 校、短期大学 5
校のインターンシップ、キャリア教育の実施
状況とその授業内容を HP 等から収集し、分
類を行った。さらに北海道内文系 5 大学、3
短期大学のキャリアセンター職員、キャリア
教育担当教員に訪問調査を実施した。キャリ
ア教育科目の導入状況は、政策主導により
100％実施されていたが、具体的な取組みに
は大学間で格差があり、各大学の事情に合わ
せた試行段階であることが明らかになった。
キャリア教育という名称は普及してはいる
が、教育課程を関連づけた体系的な教育プロ
グラムとしての運用にまでは至っていない
のが実情である。ここで得られた知見は、教
育機関調査の調査設計のための基礎資料と
した。 
 

(2)卒業生ヒアリング調査 
 web 調査による卒業生調査の前後に、大学、
短期大学卒業生合計 11 名を対象に、在学時
のインターンシップ経験、キャリア教育につ
いて半構造化面接法によるヒアリング調査
を行った。その結果、インターンシップ不参
加者の特徴として、アルバイトでしっかり就
労体験ができている場合は、インターンシッ
プに興味が持てず、アルバイトでは体験でき
ない質の高いインターンシップを求めてい
た。キャリア教育に関しては、就職支援を重
点的に受けた記憶が強かった。 
 
(3)海外の先進事例訪問調査 
海外の非アカデミック大学におけるイン

ターンシップ、キャリア教育の実情調査（英
国、オランダ、フィンランド、アメリカ、カ
ナダ）を実施した。オランダ Stenden 
Universityでは、①PBL教育を提供している、
②ラーニング・カンパニー（学習する企業）
を学内に有している、③長期インターンシッ
プが義務付けられている（最終学年で 10 か
月間）ことなどの特徴がみられたが、これら
の教育がすべて統合化されたアプローチを
行うことで教育効果の向上につながってい
るという点が重要なポイントとなっていた。
HBO（高等職業教育機関）であるため、カリ
キュラムは、学修内容と職業上の役職が対応

しており、1 年次から年次が上がるごとに、
職業上の役職として上位にあたるマネジメ
ント職の内容を学修した後に、長期のインタ
ーンシップを体験する仕組みとなっていた。
また、授業法においても、主体的に学ぶ PBL
授業に特徴がみられた。PBL 授業は、授業時
間概覧表を用いて、他の授業と関連性を持た
せた授業運営を行うことで学習効果を上げ
ていた。 
インターンシップ仲介企業の訪問調査に

おいては、仲介企業利用状況、大学との連携、
就業への結びつきについて調査を行った結
果、就業に結びつけることが目的の欧州での
インターンシップの実情は、有報酬、長期間
で、仲介企業利用インターン生の正社員就業
率は英国では65％、オランダ35％であった。 
比較として、国内の大学・短期大学におけ

る仲介機関の利用状況を調査したところ、大
学では 47.6％、短期大学で 24.5％が「仲介
企業を利用している」と回答していた。大学
のインターンシップ仲介企業依存率は高く、
利用先は、地域インターンシップ推進協議会、
地域経済団体等が多いが、民間派遣・就職支
援会社の利用もあった。教育の一環としての
インターンシップと、企業主導の採用に絡め
られたインターンシップが混在しながら進
められている現状にあることが明らかにな
った。キャリア教育においてインターンシッ
プは重要な位置づけにあると考えるが、有報
酬インターンシップを含め、今後のインター
ンシップとキャリア教育の効果的な関係性
についてさらなる調査研究が必要である。 
 

4.2 量的調査 
（1）教育機関調査 
文系大学等におけるインターンシップ、キ

ャリア教育の実施状況を把握するため、教育
機関に対するアンケート調査を実施した。調
査期間は、2013 年 2 月～4 月。調査対象は、
文系（人文・社会・教養）学部・学科を有す
る大学担当教員・就職課・キャリアセンター
等 1,200 か所を対象に、郵送による送付・
回収を行った。有効回答数は 207（大学 141、
短大 66）（回収率 17.3％）、調査項目は、イ
ンターンシップの実施状況（参加学生数・派
遣事業所数、有報酬インターンシップの有無、
仲介機関利用の有無、事前・事後指導の内容、
派遣制限、成績評価方法、今後の参加者数の
見通し）、キャリア教育の実施状況（キャリ
ア教育の目的、実施方法、具体的な内容、卒
業生支援の状況）、そしてこれら 2 つの共通
した設問（担当教職員数、困難に感じている
こと、学部・学科教育との関連づけ）という
枠組みで構成した。 
調査結果から、インターンシップ事後指導

の内容において、個人面談による今後に向け
た指導に関しては大学・短期大学合わせて、
23.9％と低かった。インターンシップ後、「経
験を活かす手立てをしている」大学・短期大
学は非常に少なく、体験をさせること自体が



目的であり、その後の学修と結びつけて考え
てはいない教育機関が多いことがわかった。 
加えて、インターンシップと学部・学科教

育の関連性については、「適切に関連付けら
れている」と答えた大学は 31.5％、短期大学
は 55.6％と有意差が見られた。インターンシ
ップ参加前の学修と参加後、体験による成果
を学修にどのようにつなげていくのかは、ま
だ手つかずの大学が多いことがうかがえる。 
同様にキャリア教育と学部教育の関連性

について見ると、大学 44.0％、短期大学
75.8％と大学と短期大学との取組みの違い
がみられた。短期大学の方が大学に比べ、キ
ャリア教育を教育課程と結びつけた運用が
なされているようである。しかし、関連性の
とらえ方は各教育機関によって異なること
も考えられるため、さらなる検討が必要であ
る（表 1）。 

 
表 1  キャリア教育と学部教育の関連性 

  全体 
(N=207) 

大学 
(N=141) 

短大 
 (N=66) 

適切に関連づけられ
ている 

54.1 44.0 75.8 

一部分ではあるが関
連づけられている 

32.4 41.1 13.6 

関連づけられていな
い 

6.3 7.1 4.5 

その他 2.9 3.5 1.5 

 
 
海外先進事例、教育機関調査による研究成

果は、2013 年度日本ビジネス実務学会、およ
び日本インターンシップ学会で発表した。 
 
（2）卒業生調査（短期大学・専門学校） 
2012 年 8 月に短期大学・専門学校 55 機関

の参加校を調査対象として確定し、web 調査
を 2012 年 10 月～2013 年 7月に実施した。 
本調査で用いた調査票は、EQ1 科研のカリ

キュラム調査で得られた知見に基づき、17 分
野（①医療・国家資格（看護・医療・リハビ
リ・養護）、②国家資格（保育・幼児教育）、
③国家資格(栄養士・管理栄養士)、④国家資
格（理容・美容）、⑤調理・製菓(国家資格系
を含む)、⑥福祉（国家資格系を含む）、⑦工
業（情報を含む）、⑧商業・ビジネス・生活、
⑨医療事務、⑩人文・語学系、⑪地域総合科
学科・キャリア探索系、⑫音楽、⑬デザイン
（ファッション）、⑭デザイン（グラフィッ
ク・コンテンツ）、⑮観光、⑯スポーツ、⑰
ペットを設定し学科の専門性と職業との結
びつきを考慮した設計を行った。 
主な調査項目は、A)出身学科・専攻とあな

た自身について、B)在学時の学習・学校生活
について、C)卒業後の進路・職業経歴につい
て、D)現在の仕事について、E）資格・検定
と卒業後の学習経験について、F)仕事や生活
で必要な能力について、G)これまでの生活や
家族について、H)これまでの経験を総合的に

振り返っての全 8 項目から構成されている。
計 72,630 名の卒業生に対し ID を発行し、計
8,294 票、11.4％の回答を得た（2013 年 7月
14日時点）。2013 年 6月には中間報告を兼ね、
全国 3か所（東京、名古屋、福岡）で参加機
関 IR 研究会も実施した。 
これらの研究成果は、日本教育社会学会や

日本インターンシップ学会などで学会発表
を行った。 
 

（3）卒業生調査（大学）  
さらに比較としての大学を対象とした卒

業生調査を、本科研最終年度ということもあ
り、試行的な調査として行うことにした。大
学での専門と職業が直接結びつきづらくキ
ャリア教育に苦慮している私立文系大学5校
を抽出し、観光、ビジネス、福祉の 3分野に
絞って調査を実施した。対象校を抽出する際
には、IR に理解を示し、調査設計段階から相
互に意見交換を行うことが可能な5校を抽出
した。実施状況は平成 26 年 3 月末時点で計
6,614 名の卒業生に対し ID を発行し、計 695
票（10.5％）の回答を得た。本調査は、平成
26 年 7月まで引き続き継続予定である。 
 

4.3 キャリア教育の体系化 
これまでの研究成果をもとに、キャリア教

育の体系化の一方法として、科目間連携によ
るキャリア科目の授業を試案した。これは教
育課程における複数科目の授業の 15 回シラ
バスを並べ授業概覧表を作成し、同時期に実
施されている他の科目の授業内容と関連す
るテーマで授業を実施する「教室内 PBL」プ
ログラムである。教育課程での学修とキャリ
ア科目を切り離して別立てで考えるのでは
なく、科目間に関連性を持たせることで、キ
ャリア科目を結節点として、社会への接続を
促すことができる。さらには、インターンシ
ップを教育課程の学修と関連させることで
体系化されたキャリア教育の実現可能性は
広がることが推測できる。 
本研究成果は、日本ビジネス実務論集

No.32 に掲載した。 
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